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Ⅰ 序 説
［一］はじめに
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比較法的には特異である。フランスでは, 家族法 (droit de la famille) という
場合, そこに相続法は含まれない。本稿における注釈の対象も, 民法典第３編
「所有権取得の諸方法」(Des 	
	dont on acquiert la )
の第１章「相続」(Des successions) および第２章「恵与」(Des 	）を
除外し, 民法典第１編「人」(Des personnes) の６つの章, すなわち第５章
「婚姻」(Du mariage) [第144条～第227条], 第６章「離婚」(Du divorce）[第
228条～第310条], 第７章「親子関係」(De la filiation) [第310条の１～第342
条の８], 第８章「養親子関係」(De la filiation adoptive）[第343条～第370条
の５], 第９章「親権」(De parentale）[第371条～第387条], および
1999年11月15日の法律によって民法典第１編に追加された第12章「民事連帯協















256(343) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
及び夫婦財産制」(Du contrat de mariage et des matrimoniaux), 第１

























































































は, 一つの家族モデルを強制することなく, 幾つかの選択肢を用意し, 当事者
の価値観にもとづいて選択させるという態度をとることが多い（たとえば, カ


















（）血族関係 (	) とは,「血の関係」(liens du sang) が結びつける
人と人との関係である｡「血族関係の近さは, 世代 (		) の数によっ
て定められ, それぞれの世代は１親等 (	) とよばれる」(741条)｡「親等
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を直系 (ligne directe) とよび, 一方から他方に降りないで, 共通の始祖から降
りる者の間の親等の連続を傍系 (ligne )」とよぶ（742条１項)。
 直系血族は, 尊属 (ascendante) と卑属 (descendante) に分かれる（742






(743条２項)。したがって, 兄弟姉妹は２親等, おじとおいは３親等, い
とこは４親等である (743条３項)。なお, 兄弟姉妹には, 父母ともに同じ
兄弟姉妹 (	





（）婚姻関係 (lien conjugal) は, 婚姻という法律行為の効果として発生す
る。
（）姻族関係 (lien d’alliance) は, 配偶者の一方を他方の血族に結びつけ
る関係である。直系姻族と傍系姻族が存在する。親等の数え方は血族の場合と
同様である。
（）養子縁組 (adoption) は, 養親と養子の間に, 生物学的関係がないに








した。その後, 1996年には287,000件, 1997年には291,000件, 2001年には
305,300件と若干の増加傾向がみられた。しかし, 2003年には282,000件, 2004














260(339) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
が続いている。その一方で, 内縁 (concubinage) が増加する（1968年から1990
年までの間に５倍以上に増加した)。また, 1999年11月15日の法律によって,




























































Gabriel Marty et Pierre Raynaud, Droit civil (Les personnes), 1976 ; Henri et Mazeaud,
Jean Mazeaud, Michel de Juglart, 	de droit civil (Les personnes), 1976 ; Alex Weill et

, Droit civil (Les personnes, La famille, Les	), 1983 ; Claude Colombet,
La famille, 1985 ; Jacqueline Rubellin-Devichi, Droit de la famille, Dalloz Action, 1998 ; Alain
, Droit civil (La famille), 1993 ; Jean Carbonnier, Droit civil (Introduction, Les
personnes, La famille), 2004 ; Philippe Malaurie et Hugues Fulchiron, La famille, 2006 ; 
Cornu, Droit civil (La famille), 2006 ; Pierre Murat, Droit de la famille, Dalloz Action, 2007 ;







｢最近フランス家族法研究事情｣ ジュリ962号 (1990年), 滝沢聿代 ｢現代フランス家族法」
『講座・現代家族法第１巻』(日本評論社, 1991年), 大野博実 ｢フランスの家族法｣ 黒木
三郎監修 『世界の家族法』 (敬文堂, 1991年), 大村敦志「フランス家族法改革と立法学」
法協110巻１号（1993年), 力丸祥子「フランスにおける家族法改革の展開」比較法雑誌33
巻３号（1999年), 西海真樹・山野目章夫編『今日の家族をめぐる日仏の法的諸問題』(中





262(337) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
姻」(Du mariage) と表題づけ, 婚姻の成立要件と婚姻から生じる身分的（非
財産的)・財産的効果について規定する。しかし,「離婚」(Du divorce) につ
いては, 次の第６章に規定する。なお,「婚姻証書」(Des actes de mariage)
については, 第２章［｢身分証書」(Des actes de civil）と題される］第
３節に,「夫婦財産契約及び夫婦財産制」(Du contrat de mariage et des	









ポルタリス (Portalis) は, 婚姻を「種を永続せしめ, 生活の重荷を負担するた
め相互に助け合い, 共通の運命を分かち合うために結合する男女の共同体」と
定義した。しかし, 種の永続を婚姻の主要目的とするこの定義は, 批判を免れ
なかった［高齢者の婚姻も,「臨終婚」(mariage in extremis) さえも認められ
る]。最近の学説の１つは, 次のように婚姻を定義している｡「婚姻とは, １人
の男性と１人の女性が, 彼らの間に, 民事法がその条件, 効果, 解消を強行的
に規定する結合を設定する要式の法律行為 (acte juridique solennel) である」
(Weill et 




的形式も要求されず, 婚姻は純粋な諾成契約 (contrat purement consensuel)
ととらえられていた。しかしこのことは, 重婚を容易にするとともに, 秘密婚
(mariage clandestin) を増加させるなどの弊害を生ぜしめた。そこで教会は秘
密婚を攻撃し, やがてトリエント公会議 (Concile de Trente, 15401563) は司
祭 () および証人の立会いのもとに婚姻合意の交換がなされることを課す








法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 263(336)
ような形式に違反して締結された婚姻を無効と宣言した。この時以来, フラン
スでは婚姻に要式性・厳粛性が要求され, 民法典もそれを維持することになっ












































































法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 265(334)
明らかにしている。損害賠償の発生は, 婚姻の自由を間接的に侵害することに
なるからである。もっとも, 婚約を破棄すること自体は非難されるべきではな






















現在ではそれを肯定するに至っている (Crim., 5 janv. 1956, D. 1956.216)。
［四］内縁および PACS
1999年11月15日の法律は, 民法典第１編に第12章「民事連帯協約及び内縁」
を追加した｡ 本法は PACS [pacte civil de 	
	(民事連帯協約と訳される)]
という新たな非婚カップルの形態を創設するとともに, 内縁 (concubinage) の















266(333) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
［五］婚姻の動向
婚姻をめぐる最近の動向については⇒本稿Ⅰ［三］(２）参照。
第１節 婚姻を締結しうるために要する資格と要件 (Des et conditions
















は, 夫婦としての共同生活をする意思 (intention conjugale) が必要とされる。



















(atteintes ) が加えられることがある。いわゆる「独身条項」(clause de
	









して無効であるとする（Paris, 30 avr. 1963, D. 1963.428)。もっとも, このよう
な条項も,「職務の必要性がやむをえずそれを要請する例外的場合には｣, 有効
とされることがある (Ass.	., 19 mai 1978, D. 1978.541)。また, 婚姻の自由
には配偶者選択の自由も含まれるが, この自由が労働契約・就業規則によって
制限されてはならない（被用者間の婚姻を禁止する就業規則は違法である―
Soc., 10 juin 1982, JCP 1984. II. 20230)。婚姻仲介 (courtage matrimonial) ―業
者が報酬を得て婚姻を望む二人の出会いを提供することを約する契約―につい
ては, その効力が問題とされた時代もあったが, 現在では破毀院によってその






















268(331) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
［一］本条は, 婚姻の最低年齢（婚姻適齢）について規定する。革命期には
婚姻の最低年齢は男子・15歳, 女子・13歳に設定されたが, ナポレオン法典は































Art. 144 (L. n2006399 du 4 avr. 2006, art. 1er) L’homme et la femme ne
peuvent contracter mariage avant dix-huit ans 
.
第145条 (1970年12月23日の法律第1266号）ただし, 婚姻の挙式地の共
法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 269(330)
前条で規定された婚姻の最低年齢に達しない場合であっても, 重大な理由が





[一］本条は, 当事者の同意 (consentement) [合意] が婚姻の本質的要素
であることを宣言する。同意がない場合には, 婚姻は絶対的無効となる（⇒
184条)。
［二］挙式時における精神的障害 (trouble mental) により, 本条の同意が存
在しない場合がある［もっとも, 意識がはっきりしている時期―明瞭期間
(intervalle lucide) ―の同意は有効である]。挙式時の酩酊・催眠状態, 麻薬の
影響などによって同意が存在しないことが証明された場合も, 婚姻は無効とな
る。
なお, 保佐制度 (curatelle) のもとに置かれた成年者については, 保佐人の
許可が必要とされる（保佐人の許可がない場合には裁判官の許可が求められる



















Art. 145 (L. n701266 du 23 	. 1970) 
il est loisible au
procureur de la du lieu de du mariage, d’accorder des
dispenses pour des motifs graves.
第146条 同意が存在しないときは, 婚姻は存在しない。
Art. 146 Il n’y a pas de mariage lorsqu’il n’y a point de consentement.
270(329) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
するためにのみ婚姻がなされることがある。このような婚姻は有効であるのか。
いわゆる,「仮装婚姻 (mariage )」の問題である。1963年11月20日の破










一般法では, 錯誤 (erreur), 詐欺（dol), 強迫 (violence) の３つが合意に瑕
疵がある場合とされるが (1109条参照), 婚姻法では, ロワゼル (Loysel) の,
「婚姻においては欺きうる者が欺く―婚姻は欺くこと勝手たるべし」(En




錯誤について, 民法典原始規定は,「人における錯誤」(erreur dans la
personne) があった場合のみを無効原因としていた（180条２項)。民法典の起
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無効の原因とはしなかった。有名な1862年４月24日の破毀院判決 (Berthon 判





と並んで,「人の本質的資質についての錯誤」(erreur sur les 




ての錯誤であること―その例として, 相手の犯罪歴, 精神的健康, 性的能力な




























Art. 1461 (L. n931027 du 24 1993) Le mariage d’un 	,
			, requiert sa 	.
272(327) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
ることを目的とする。
本条は, 重婚 (bigamie) の禁止を規定する。解消されない婚姻は, 新たな
（第一の）婚姻に対する絶対的障害となるのである。婚姻が一方配偶者の死亡,


























Art. 148 (L. 17 juill. 1927) Les mineurs ne peuvent contracter mariage
sans le consentement de leurs 	
et 	
; en cas de dissentiment entre le
法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 273(326)










































et la , ce partage emporte consentement.

































































は, 刑法典第363条 [現行434条の13] によって規定される刑罰で処罰され
る。
Art. 149 (L. 7 . 1924) Si l’un des deux est mort ou s’il est dans
	
de manifester sa 

, le consentement de l’autre suffit.
Il n’est pasde produire l’acte dedu	ou de lade
l’un des futurs 	
lorsque le conjoint ou les 	et du 
attestent ce sous serment.
Si la actuelle du 	ou de la est inconnue, et s’il n’a pas

de ses nouvelles depuis un an, il pourra	
la
du
mariage si l’enfant et celui de ses	etqui donnera son consentement
en fait la 
sous serment.
Du tout il sera fait mention sur l’acte de mariage.













Le faux serment dans les cas au 	
article et aux articles
suivants du 	
chapitre sera puni des peines 	par l’article 363 du
code 
[ancien ; V. C. ., art. 43413].









Art. 150 (L. 17 juill. 1927) Si le 	et la 	sont morts, ou s’ils sont
dans de manifester leur 
, les 	et 		les
remplacent ; s’il y a dissentiment entre 	et 		de la 	ligne, ou
s’il y a dissentiment entre les deux lignes, ce partage emporte consente-
ment.
(L. 7 . 1924) Si la 	
	actuelle des 	et 	est inconnue et
s’ils n’ont pas 

de leurs nouvelles depuis un an, il pourra 	
la 
du mariage si les 	et 		ainsi que l’enfant lui-	











[一］本条は, 父母（直系尊属）の不在 (absence) を宣告する判決などの
謄本の提出が死亡証書の提出に代わることを規定する。
［二］民法典原始規定では, 本条は, 婚姻成年年齢（男子・25歳, 女子・21














en font la 	
sous serment. Il en est de si, un ou plusieurs
ou donnant leur consentement au mariage, la 
actuelle
des autres ou est inconnue et s’ils n’ont pas 	

de leurs
nouvelles depuis un an.
第151条 (1933年２月２日の法律）将来の夫婦の一方の父及び母, 祖父
又は祖母の不在を宣告し, 又は不在についての調査を命じた判決の主文に
限定された謄本の提出は, 本法典第149条, 第150条, 第158条及び第159条
に規定される場合においては死亡証書の提出に相当する。
Art. 151 (L. 2 . 1933) La production de 	
,  au




sur l’absence des et ou de l’un des futurs 	
la production de leurs actes dedans les casaux ar-
ticles 149, 150, 158 et 159 du 
code.















Art. 153 (L. 20 juin 1896) Sera l’ascendant dans 	

de manifester sa 

l’ascendant subissant la peine de la ou
maintenu aux colonies en de l’article 6 de la loi du 30 mai 1854 sur
de la peine des travaux . Toutefois, les futurs 	
 !auront
toujours le droit de solliciter et de produire l’officier de civil le
consentement "
par cet ascendant.





























de la 		ligne, ou entre 
des deux lignes peut 
par un notaire, requis par le futur et instrumentant sans le
concours d’un 	notaire ni de 	qui notifiera l’union 
celui ou ceux des , 	ou 
dont le consentement n’est pas en-
core obtenu.
L’acte de notification les 	, noms, professions, domiciles et
des futurs de leurs et 	, ou, le cas de
leurs 
, ainsi que le lieu sera 
le mariage.
Il contient aussi 
que cette notification est faite en vue d’obtenir
le consentement non encore et que, , il sera outre la

du mariage.




② 本条及び前条に列挙された証書は, 印紙を貼付して査証され, 無償で
登録される。
Art. 155 (L. 2 . 1933) Le dissentiment des ascendants peut  
	




civil qui doit 
le mariage, soit par un acte
dans la forme !par l’article 73, 
2 ("#$%par L. 4 .
1934) &soit par l’acte de '(#)*+$,du marige-.
Les actes 	au article et l’article sont !
pour timbre et  gratis.
第156条 (1907年６月21日の法律）父母の同意, 祖父又は祖母の同意及
び家族会の同意が要求される場合に, それを婚姻証書に表示することなく,








Art. 156 (L. 21 juin 1907) Les officiers de civil qui auraient 	

la	des mariages		s par des fils ou filles n’ayant pas atteint
de dix-huit ans accomplis sans que le consentement des et 
celui des ou et celui du conseil de famille, dans le cas il
est requis, soit	dans l’acte de mariage, seront,la diligence des parties
ou du procureur de la le tribunal de grande in-
stance de l’arrondissement le mariage aura 		

l’amende par l’article 192 du code civil.
第157条 (1934年２月４日の法律）第154条によって規定される通知の証
明を要求しなかった身分吏は, 前条に規定される罰金に処せられる。
Art. 157 (L. 4. 1934) L’officier decivil qui n’aura pasla jus-
tification de la notification prescrite par l’article 154, sera 	

l’amende  en l’article 	
.
第158条 2005年７月４日のオルドナンス第759号により削除




Art. 159 (L. 10 mars 1913) S’il n’y a ni , ni , ni , ni ,
ou s’ils se trouvent tous dans de manifester leur  , les
mineurs de dix-huit ans ne peuvent contracter mariage sans le consentement
du conseil de famille.
Al. 2 !"#$par Ord. n%2005759 du 4 juill. 2005, &compter du 1er juill.
法と政治 61巻 3号 (2010年 10月) 281(318)
本条１項は, 未成年者の婚姻について, 父母も祖父母もいない（またはその






























Art. 160 (L. 7 . 1924) Si la 	

actuelle de ceux des ascendants
du mineur de dix-huit ans dont le 	n’est pas est inconnue et si ces
ascendants n’ont pas	de leurs nouvelles depuis un an, le mineur en fera
la 	sous serment devant le (L. n641230 du 14 . 1964) juge
des tutellesde sa 	

, de son greffier, dans son cabinet, et le
(L. n641230 du 14 . 1964) juge des tutellesen donnera acte.
(L. n641230 du 14 . 1964) Le juge des tutelles notifiera ce serment
au conseil de famille, qui statuera sur la demande d’autorisation en mariage.
Toutefois le mineur pourra 
directement serment en 

des















membres du conseil de famille.
第161条 婚姻は, 直系においては, (2005年７月４日のオルドナンス第
759号により削除)《嫡出又は自然の》すべての尊属と卑属の間, 及び同一の
系の姻族の間で禁止される。
Art. 161 En ligne directe, le mariage est entre tous les ascendants
et descendants (	
par Ord. n2005759 du 4 juill. 2005,compter du 1er
juill. 2006) ou naturels,et les dans la ligne.





Art. 162 (L. 1er juill. 1914) En ligne  , le mariage est 
entre le !"et la #$(	
par Ord. n2005759 du 4 juill. 2005, 
compter du 1er juill. 2006)ou naturels. (	
par L. n75617 du
11 juill. 1975) Il est %&
entre les 'au ()lorsque le mariage
qui produisait l’alliance a dissous par le divorce.






















） 第163条 (1972年１月３日の法律）婚姻はまた, (2005年７月４日のオル
ドナンス第759号により削除)《その血族関係が嫡出であれ, 自然であれ, おじ
とめい, おばとおいの間で禁止される。
Art. 163 (L. n723 du 3 janv. 1972) Le mariage est encore entre
l’oncle et la	
, la tante et le neveu (par Ord. n2005759 du 4 juill.
2005, compter du 1er juill. 2006) , que la soit ou naturelle








Art. 164 (L. 10 mars 1938)  	!	", il est loisible au #"$	%de la
&'()'de lever, pour des causes graves, les prohibitions %": 1*par
l’article 161 aux mariages entre  ("en ligne directe lorsque la personne qui
284(315) 法と政治 61巻 3号 (2010年 10月)
本条は，近親婚として婚姻を禁止される場合の一部につき，重大な事由











a l’alliance est ; (	
par L. n75617 du 11 juill. 1975) 
par l’article 162 aux mariages entre et belles-3par l’article
163 aux mariages entre l’oncle et la , la tante et le neveu.
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